（別紙様式１）
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:高齢者介護知識・技術等普及促進事業費（任意） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　    　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護事業者担当　電話番号：058-272-1111（内2601）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,584千円（前年度予算額：5,631千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　岐阜県介護実習・普及センターにおいて、介護に関する情報収集、情報提供、啓発・広報等の事業を推進するほか、体験や実習を重視した各種介護研修の実施により、介護知識及び介護技術の普及を図る。
（１）高齢者生活支援のための意識啓発事業

　　①高齢者生活支援に関する啓発、情報提供

　　　・介護実習・普及センター運営委員会、介護機器普及事業運営協議会の開催

　　　・介護普及冊子等の発行

　　　・一般広報・県広報媒体による啓発

　　　・図書、ビデオライブラリーによる情報提供

　　　・相談窓口における介護関係情報の提供

　　②高齢者生活支援講習

　・介護普及講演会の開催

（２）高齢者介護に関する知識・技術習得講習会

①介護知識の普及・介護技術の向上のための研修

　・介護入門講座
・団体特別講座

・出張特別講座　など
　実施主体：県　（社福）岐阜県福祉事業団へ委託
	２　所要経費


　委託料：5,584千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　

	２　これまでの取組状況


　平成６年度に、岐阜県介護実習・普及センターを開設して以来、介護や福祉機器を普及するため、同事業を実施している。
事業の特徴としては主に次の３点が挙げられる。
　①体験・実習に重点を置いた研修事業の実施

　②年間3000人程度が各種講座を受講

　③介護専門職員による自主研究成果として、介護・福祉用具普及啓発冊子を発刊。
県民の介護知識の普及啓発に役立っている。

なお、同事業は平成18年度から一般財源化されている。
	３　これまでの取組に対する評価


　同事業を実施している岐阜県介護・実習普及センターは、特別養護老人ホーム県立寿楽苑に併設しており、その特長を生かし、介護に興味を持ち始めた一般県民から介護職員まで幅広い層を対象に、介護知識・技術の修得に効果を上げている。

　今後も、介護職員の介護知識・技術の向上に寄与するとともに、県民に対する情報提供や普及啓発事業により、県民の介護に対する理解を深め、県民全体で高齢者を支える社会の構築・整備を推進する。
　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
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